
主目的 6 29 2

副目的

款 項 目 大 中

○

無

単位

千円

人

千円

人

千円

千円

％

千円

千円

千円

819

費用合計

0.80

人件費

従事者数

人件費

従事者数

1.45

費
用

0

直接経費

00

0.000.00

一部又は全部委託

実施・運営
方法

・平成21年度に実施した土地利用意向調査を基に村中・入鹿出新田の工場適地におい
て、道路整備計画と調整を図った。
・小牧市工場用地等提供事業への登録数増加のため、広報こまき（８月１５日号、１月１
日号）、小牧商工会議所の所報つつじ（８月号）でＰＲ活動を行った。
・企業立地セミナー等に参加し、小牧市のPR活動を行った。
・企業支援策拡充等のため、先進都市訪問を行い、情報収集を行った。
・平成２２年度から運用を開始した小牧市高度先端産業立地促進補助金については、該
当する案件がなかった。

目的
（対象をどの様
な状態にするの

か）

内容
（手段）

指定管理・外郭団体

市内への企業立地を推進し、地域活性化、雇用創出、産業振興、財政基盤確立などを
図る。

名称：　　　Ｎ Ｐ Ｏ ・ そ の 他

総合計画
分野別計

画

予算区分 1 4

産業振興

市が直接実施・運営

根拠法令・個別計画

商工業

7

名称：　　　　

1 1

会計区分 一般

平成２１年度 平成３０年度以降～事業期間

事業番号

企業立地対策一般事務事業

079

平成２３年度事業シート（概要説明書）《※平成２２年度実施事業》

市民産業部

事
　
　
業
　
　
の
　
　
概
　
　
要

受益者負担 内容

事務事業名

0

一般財源

0
財
源

8,116

0

コ
　
　
ス
　
　
ト

8,116

5,111

164.3

8,399

その他財源

352

Ｈ23予算額Ｈ21決算額

1.50

8,399

0

0

担当係

事業類型

工業用地の整備と企業誘致を推進する

一般会計

地域住民組織

7,7794,292 8,047

Ｈ22決算額

337

0

5,111

0.00

対前年比

商工課

企業立地係

担当部

担当課

正職員

その他職員

国・県支出金



単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

単位

目標

実績

目標

実績

二
次
評
価

判定理由 一次評価のとおり

A 市が実施(現状維持又は充実)

成果指標名

事業を廃止・
休止したとき

の影響

企業立地の自治体間の競争が激化する中で事業を廃止することは、地域活力の低下、
地域経済の停滞や衰退が懸念される。

判定理由

市が実施(現状維持又は充実)

事
業
の
自
己
評
価

（
一
次
評
価

)

今後の事業
の方向性

（今後の取組
み・改善計画

等）

判　　　定 A

市内への企業立地を促進するため、道路整備などのハード面の整備だけでなく、立地イ
ンセンティブの充実など効率的・効果的な施策を検討していく。

市内への企業立地・誘致等を促進することは、地域経済の活性化、雇用機会の確保・拡
大、税収の増加など波及効果が大きいことから、事業を継続していく必要があると判断
した。

工場用地のＰＲ活動

企業誘致施策説明会等への参加

事業目的の
達成状況

低迷する経済情勢の影響から企業立地・進出等相談件数は減少した。
工場適地内にある未利用地の有効利用が図られるよう、道路整備について関係課と調
整を図っている。

※工場適地利用面積率の調査が隔年であるため、平成２２年度の実績値はありませ
ん。

―

51

企業立地・進出等相談件数 件
―

51

― ―

2

9

業
　
　
　
　
績

％
成
果
指
標

工場適地の利用面積率

活
動
指
標

活動指標名

H21

42

―

工場用地等情報提供事業登録件
数

4

―

―

2

―

2

3

H23

2

H22

H23H22

3

2

5

22

判　　　定

H21

件
5

回

回
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